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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第107期中、第108期中及び第107期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、１株当たり中間

(当期)純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第108期の「潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益金額」については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

第109期中の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 3,388 2,858 2,452 6,503 5,749

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △297 △398 22 △770 △904

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △384 △265 23 △1,555 △1,970

持分法を適用した 
場合の投資損失 

(百万円) 47 1 23 56 10

資本金 (百万円) 3,049 3,049 3,234 3,049 3,049

発行済株式総数 (株) 26,276,266 26,276,266 28,276,266 26,276,266 26,276,266

純資産額 (百万円) 7,466 6,022 4,735 6,238 4,410

総資産額 (百万円) 11,688 9,607 9,375 9,995 9,269

１株当たり純資産額 (円) 284.95 229.98 168.08 238.19 168.47

１株当たり中間純利益金
額又は１株当たり中間
(当期)純損失金額(△) 

(円) △14.68 △10.15 0.86 △59.35 △75.26

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

自己資本比率 (％) 63.9 62.7 50.5 62.4 47.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △46 △50 △278 △334 △481

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △371 14 △116 △335 50

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 268 △65 317 200 821

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 710 290 704 391 781

従業員数 (人) 289 282 184 281 186



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

また、関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、嘱託(９人)を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 184 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の高止まりやゼロ金利解除による金利上昇などの先行不安材

料はありましたものの、民間設備投資や輸出の増加により景気は回復基調で推移いたしました。 

このような情勢のもとで、当社は、事業再構築計画に基づき、新製品の拡販と不採算事業の縮小による収益構造

の変革を積極的に推進し、業績の早期回復に向けて懸命な努力を続けてまいりました。 

 その結果、当中間会計期間の売上高は、新製品の拡販成果は得られましたものの、収益を重視した販売活動を展

開し、不採算銘柄の出荷を大幅に減少させた影響により、前年同期実績を下回る2,452百万円(前年同期比14.2%減)

にとどまりました。一方、損益面につきましては、主要原燃料価格の値上がりなどの影響を受けましたが、不採算

事業の縮小に伴う人員の削減や生産の合理化を積極的に進め、コスト構造を大幅に変革しました結果、経常利益は

22百万円、中間純利益は23百万円といずれも前年同期実績を上回りました。 

 主要製品別の営業の概況は、次のとおりであります。 

  

(酸化チタン) 

 酸化チタンにつきましては、高付加価値品の超微粒子酸化チタンは積極的な拡販により、国内出荷数量を増加させ

ることができましたものの、一方で事業再構築計画に基づき、収益重視の販売活動を展開いたしましたので、平均販

売単価は上昇しましたが、不採算銘柄の販売抑制等により出荷数量が大幅に減少いたしました。 

 この結果、酸化チタンの売上高は1,424百万円（前年同期比20.1％減）となりました。 

  

(酸化鉄) 

 顔料用酸化鉄につきましては、塗料向け製品の出荷が好調なうえ、新製品の出荷数量が順調に増加いたしましたの

で、出荷数量は前年同期実績を上回りました。一方、磁性材料用酸化鉄につきましては、ＤＶＤ等の代替記録メディ

アの普及に伴う市場の縮小に対応し、事業を縮小いたしましたので、出荷数量が減少いたしました。 

この結果、酸化鉄の合計売上高は940百万円（前年同期比3.9％減）となりました。 
  

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）につきましては、税引前中間純利益の計

上、減価償却費、棚卸資産の減少、株式の発行による収入などの資金増がありましたものの、売上債権の増加、仕

入債務の減少、有形固定資産の取得による支出、短期借入金の返済などの資金減によりまして、前事業年度末に比

べて77百万円減少し当中間会計期間末には704百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは△278百万円（前中間会計期間△50百万円）となり

ました。 

これは、税引前中間純利益（25百万円）、減価償却費（146百万円）、棚卸資産の減少（79百万円）などの資金増

がありましたものの、割引手形が減少したことなどによる受取手形の増加（254百万円）や仕入債務の減少（174百

万円）、さらには、事業再構築に関連した支出などによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは△116百万円（前中間会計期間＋14百万円）となり

ました。 

これは、有形固定資産の取得（114百万円）への資金使用などによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは＋317百万円（前中間会計期間△65百万円）となり

ました。 

これは、短期借入金の返済（47百万円）などへの資金使用がありましたものの、新株予約権の行使に伴う株式の

発行での資金調達（366百万円）によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を主要製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は期中平均販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は生産に関し外注は行っておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社は受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を主要製品別に示すと次のとおりであります。 

  

  

(注) １ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出販売高及び輸出割合 

  

２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合 

  

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合 

  

４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

主要製品別 金額(百万円) 前年同期比増減(％)

酸化チタン 952 △47.0 

酸化鉄 916 △1.1 

その他 71 △22.6 

合計 1,939 △31.1 

主要製品別 金額(百万円) 前年同期比増減(％)

酸化チタン 1,424 △20.1 

酸化鉄 940 △3.9 

その他 87 △8.9 

合計 2,452 △14.2 

主要製品別 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出販売高
(百万円) 

輸出割合
(％) 

輸出販売高
(百万円) 

輸出割合 
(％) 

酸化チタン 294 16.5 257 18.1

酸化鉄 116 11.9 112 11.9

合計 410 14.4 369 15.1

輸出先 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％) 

アジア 86.8 76.4 

その他 13.2 23.6 

合計 100.0 100.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

稲畑産業株式会社 891 31.2 808 33.0

小西安株式会社 822 28.8 557 22.7

森下産業株式会社 363 12.7 363 14.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は創業以来、研究開発活動を重視し、格段の努力を傾注してまいりました。 

研究開発は研究開発部によって推進され、当該業務には全従業員の約16％にあたる29名が携わっており、主要製品

である酸化チタン及び酸化鉄の開発・製造・販売を通して培った技術と情報の蓄積を活かし、既存事業系統にとらわ

れることなく幅広いテーマに取り組んでおります。 

当中間会計期間における活動内容につきましては、経営方針に基づいて、事業構造の変革と長期的な発展に結びつ

く新製品の開発に取り組むとともに、既存製品の改良や応用の研究に積極的に取り組んでおります。 

具体的には、新製品といたしまして、超微粒子酸化チタン、導電性酸化チタン、酸化物複合材料、化粧品用材料等

の研究開発に挑み、着実な成果を上げております。また、既存製品につきましては、顔料用酸化鉄、トナー用酸化鉄

等の改良及び応用の研究を行い、逐次採用が決定するなど、製品のライフサイクルに円滑に対応しております。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は112百万円であります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)１  発行済株式総数増減数及び資本金増減額は、新株予約権の行使による増加であります。 

 ２  資本準備金増減額は、新株予約権の行使による増加額184百万円と、平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づく

欠損てん補による減少額1,970百万円の純額であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 28,276,266 28,276,266
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 28,276,266 28,276,266 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

2,000,000 28,276,266 184 3,234 △1,786 1,029



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株(議決権18個)含まれております。

   ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。なお、当該株式

は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

稲畑産業株式会社 大阪市中央区南船場１丁目15－14 2,109 7.46

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２－36 1,282 4.53

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 1,057 3.74

株式会社山田事務所 山口県下松市大字平田460 961 3.40

小西安株式会社 東京都中央区日本橋本町２丁目６－３ 960 3.40

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 771 2.73

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 572 2.02

三 津 原 博 横浜市青葉区 512 1.81

舩 坂 公 夫 東京都目黒区 359 1.27

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 323 1.14

計 ― 8,908 31.5

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 103,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 27,851,000 27,851 ― 

単元未満株式 普通株式 322,266 ― ― 

発行済株式総数 28,276,266 ― ― 

総株主の議決権 ― 27,851 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
チタン工業株式会社 

山口県宇部市大字 
小串1978番地の25 

103,000 ― 103,000 0.36

計 ― 103,000 ― 103,000 0.36

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 304 289 251 230 228 234



(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

辞任役員 

最低(円) 260 228 195 193 195 196

役名 職名 氏名 辞任年月日 

取締役相談役 ― 舩 坂 公 夫 平成18年７月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(自平成17年４月１日至平成17年９月30日)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(自平成17年４月１日至平成17年９月30日)の中間

財務諸表については、太陽監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30

日)の中間財務諸表については、太陽ＡＳＧ監査法人の中間監査を受けております。 

なお、太陽監査法人は、平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更

しております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社を有しておりませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※2 296   705 782   

２ 受取手形 ※4 508   513 259   

３ 売掛金   481   506 508   

４ 棚卸資産   2,455   1,893 1,973   

５ その他   150   75 62   

流動資産合計     3,892 40.5 3,694 39.4   3,587 38.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※1.2         

(1) 建物   1,489   1,445 1,448   

(2) 機械装置   2,052   2,079 1,991   

(3) その他   451   482 466   

有形固定資産合計   3,994   4,007 3,906   

２ 無形固定資産   2   2 2   

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※2 1,087   1,140 1,246   

(2) その他   641   540 537   

(3) 貸倒引当金   △10   △10 △10   

投資その他の資産 
合計 

  1,718   1,670 1,773   

固定資産合計     5,715 59.5 5,680 60.6   5,682 61.3

資産合計     9,607 100.0 9,375 100.0   9,269 100.0

            



  

  
 

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※4 39   20 26   

２ 買掛金   534   451 615   

３ 短期借入金 ※2 937   800 847   

４ １年以内返済予定の 
  長期借入金 

※2 47   147 47   

５ 賞与引当金   42   37 38   

６ 事業再構築引当金   ―   3 89   

７ その他 ※4.5 488   536 406   

流動負債合計     2,090 21.7 1,996 21.3   2,071 22.3

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※2 326   1,202 1,302   

２ 退職給付引当金   869   1,116 1,121   

３ その他   299   324 364   

固定負債合計     1,495 15.6 2,643 28.2   2,787 30.1

負債合計     3,585 37.3 4,640 49.5   4,858 52.4

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     3,049 31.7 ― ―   3,049 32.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   2,815   ― 2,815   

資本剰余金合計     2,815 29.3 ― ―   2,815 30.4

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間(当期) 
  未処理損失 

  265   ― 1,970   

利益剰余金合計     △265 △2.7 ― ―   △1,970 △21.3

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    436 4.5 ― ―   531 5.7

Ⅴ 自己株式     △14 △0.1 ― ―   △16 △0.1

資本合計     6,022 62.7 ― ―   4,410 47.6

負債・資本合計     9,607 100.0 ― ―   9,269 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金       3,234 34.5     

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金       1,029     

資本剰余金合計       1,029 11.0     

３ 利益剰余金           

(1) その他利益剰余金           

繰越利益剰余金       23     

利益剰余金合計       23 0.2     

４ 自己株式       △17 △0.2     

株主資本合計       4,269 45.5     

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金 

      465 5.0     

評価・換算 
差額等合計 

      465 5.0     

純資産合計       4,735 50.5     

負債・純資産合計       9,375 100.0     

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     2,858 100.0 2,452 100.0   5,749 100.0

Ⅱ 売上原価     2,730 95.5 2,013 82.1   5,608 97.5

売上総利益     128 4.5 439 17.9   141 2.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     543 19.0 428 17.4   1,062 18.5

営業利益又は 
営業損失(△) 

    △415 △14.5 11 0.5   △921 △16.0

Ⅳ 営業外収益 ※1   46 1.6 48 1.9   86 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※2   30 1.1 37 1.5   69 1.2

経常利益又は 
経常損失(△) 

    △398 △14.0 22 0.9   △904 △15.7

Ⅵ 特別利益 ※3   122 4.3 8 0.3   122 2.1

Ⅶ 特別損失 ※4   16 0.6 5 0.2   1,213 21.1

税引前中間純利益又
は税引前中間(当期) 
純損失(△) 

    △293 △10.3 25 1.0   △1,995 △34.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  2   2 5   

法人税等調整額   △29 △27 △1.0 － 2 0.1 △29 △24 △0.4

中間純利益又は 
中間(当期)純損失
(△) 

    △265 △9.3 23 0.9   △1,970 △34.3

前期繰越利益     ―   ― 

中間(当期)未処理 
損失(△) 

    △265   △1,970 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

株主資本 
評価・換算

差額等 

新株予約権 純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

その他有価

証券評価 
差額金 資本準備金 

その他利益

剰余金 
繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高 

(百万円) 
3,049 2,815 △1,970 △16 3,878 531 2 4,412 

中間会計期間中の変動額                 

 新株の発行 184 184 － － 368 － － 368 

 中間純利益 － － 23 － 23 － － 23 

 自己株式の取得  － － － △1 △1 － － △1 

 資本準備金の取崩 － △1,970 1,970 － － － － － 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
－ － － － － △65 △2 △68 

中間会計期間中の変動額合

計 

(百万円) 

184 △1,786 1,993 △1 390 △65 △2 322 

平成18年９月30日残高 

(百万円) 
3,234 1,029 23 △17 4,269 465 － 4,735 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間純利益又は 
   税引前中間(当期)純損失(△) 

△293 25 △1,995 

２ 減価償却費 173 146 424 

３ 賞与引当金の増減額 
(減少:△) 

2 △0 △1 

４ 退職給付引当金の増減額 
(減少:△) 

7 △4 259 

５ 受取利息及び受取配当金 △14 △13 △33 

６ その他の営業外収益 △31 △34 △52 

７ 支払利息 15 26 32 

８ その他の営業外費用 11 9 28 

９ 投資有価証券売却益 △59 － △59 

10 その他の特別利益 △63 △8 △63 

11 有形固定資産の除却損 12 5 16 

12 その他の特別損失 4 － 400 

13 売上債権の増減額 
(増加:△) 

374 △252 596 

14 棚卸資産の増減額 
(増加:△) 

△104 79 376 

15 仕入債務の増減額 
(減少:△) 

△114 △174 △128 

16 未払消費税等の増減額 
(減少:△) 

12 △4 18 

小計 △66 △200 △179 

17 利息及び配当金の受取額 13 12 33 

18 利息の支払額 △15 △20 △42 

19 割増退職金の支払額 ― ― △306 

20 法人税等の支払額 △6 △5 △6 

21 その他の収入 34 22 39 

22 その他の支出 △10 △87 △20 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

△50 △278 △481 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入れによる支出 △6 △1 △6 

２ 定期預金の払戻しによる収入 6 1 11 

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

△93 △114 △173 

４ 有形固定資産の売却による 
収入 

― ― 101 

５ 投資有価証券の売却による 
収入 

97 ― 97 

６ 貸付けによる支出 △7 △2 △15 

７ 貸付金の回収による収入 0 － 18 

８ その他の支出 △6 △1 △7 

９ その他の収入 25 0 25 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

14 △116 50 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の返済による支出 △40 △47 △130 

２ 長期借入れによる収入 ― ― 1,000 

３ 長期借入金の返済による支出 △23 ― △47 

４ 株式の発行による収入 ― 366 ― 

５ 自己株式の取得による支出 △1 △1 △3 

６ その他の収入 ― ― 2 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△65 317 821 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

0 0 △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
(減少：△) 

△101 △77 390 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 391 781 391 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 290 704 781 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   期末日の市場価格等

に基づく時価法 

   (評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

        

  (2) 棚卸資産 

 製品 

  後入先出法による原価

法 

(2) 棚卸資産 

 製品 

同左 

(2) 棚卸資産 

 製品 

同左 

   原材料、仕掛品、貯蔵品 

  移動平均法による原価

法 

 原材料、仕掛品、貯蔵品 

同左 

 原材料、仕掛品、貯蔵品 

同左 

        

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物 ３～47年

機械装置 ４～12年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

        

  (2) 無形固定資産 

定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

        

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

        

  (2) 賞与引当金 

 従業員の臨時給与の支給

に備えるため、当中間会

計期間に負担すべき支給

見込額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の臨時給与の支給

に備えるため、当期に負

担すべき支給見込額を計

上しております。 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3)    ――― (3) 事業再構築引当金 

 事業再構築計画の実行に

伴い発生することが見込

まれる費用に備えるた

め、その合理的な見込額

を計上しております。 

(3) 事業再構築引当金 

同左 

        

  (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に

備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌期

から費用処理することと

しております。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に

備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌期

から費用処理することと

しております。  

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に

備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌期

から費用処理することと

しております。 

        

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

        

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

        

６ ヘッジ会計の方法 外貨建売上取引について、

外貨建売上計上時と外貨決

済(外貨入金)時との為替レ

ートの変動による損益への

影響を回避する目的で、原

則として、外貨建売上取引

の都度、当該取引額の為替

予約をいたしております。

また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務に

ついては、振当処理を行っ

ております。 

同左 同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する短期投

資を計上しております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する短期投資を

計上しております。 

        

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― 

  

――― (退職給付会計) 

退職給付会計の会計基準変更時差異

については、15年による按分額を費

用処理しておりましたが、当期末に

おいて未処理額全額を一括費用処理

しております。 

当社は、退職給付会計制度導入後、

継続的な人員削減に取り組んでまい

りました。また、当下半期におきま

しても、今後の企業規模に適した要

員の適正化を図るため早期退職者を

募集し平成18年３月に大量の退職者

が生じております。これらにより退

職給付会計基準適用初年度の従業員

数に比べ当期末の従業員数は著しく

減少しており、会計基準変更時差異

残高は実態と大きく乖離しておりま

す。このため、会計基準変更時差異

の償却について一括費用処理する方

法へ変更しております。 

この変更により、会計基準変更時差

異一括償却169百万円を特別損失に

計上しております。また、従来と同

一の方法によった場合と比較して税

引前当期純損失は同額増加しており

ます。 

なお、大量の退職者は当下半期にお

いて生じたため、当中間会計期間に

おきましては、従来の方法によって

おります。従いまして、変更後の方

法によった場合と比較して、当中間

会計期間の税引前中間純損失は243

百万円少なく計上されております。 

      

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当期から「固定資産の減損に係る会

計基準」(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

――― 

  



  

表示方法の変更  

  

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は 4,735百万円であり

ます。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間末に区分掲記していた「建設仮勘定」

(当中間会計期間末の残高は35百万円)は、金額的重要

性が乏しいため固定資産の「その他」に含めておりま

す。 

  

  

――― 

前中間会計期間末に区分掲記していた「未払法人税

等」(当中間会計期間末の残高は９百万円)は、金額的

重要性が乏しいため流動負債の「その他」に含めてお

ります。 

  

――― 

前中間会計期間末に区分掲記していた「設備工事支払

手形」(当中間会計期間末の残高は３百万円)は、金額

的重要性が乏しいため流動負債の「その他」に含めて

おります。 

  

――― 

前中間会計期間末に区分掲記していた「設備工事未払

金」(当中間会計期間末の残高は76百万円)は、金額的

重要性が乏しいため流動負債の「その他」に含めてお

ります。 

  

――― 

前中間会計期間末に区分掲記していた「繰延税金負

債」(当中間会計期間末の残高は296百万円)は、金額的

重要性が乏しいため固定負債の「その他」に含めてお

ります。 

  

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産 

減価償却 
累計額 

24,852百万円

※１ 有形固定資産 

減価償却 
累計額 

25,068百万円

※１ 有形固定資産 

減価償却
累計額 

24,972百万円

      

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産  

建物 1,208百万円

機械装置 964百万円

その他 71百万円

計 2,244百万円

   

担保の種類 工場財団根抵当

   

担保付債務  

短期借入金 650百万円

１年以内返済予定の 

長期借入金 
47百万円

長期借入金 326百万円

計 1,023百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産  

現金及び預金 105百万円 

有形固定資産  

 建物 
1,118百万円
(1,118百万円)

 機械装置 
827百万円

(  827百万円)

 その他 
64百万円

(  64百万円)
投資有価証券 285百万円

計 
2,401百万円
(2,011百万円)

上記のうち( )内書きは工場財
団根抵当を示しております。 

担保付債務  

短期借入金 650百万円 

１年以内返済予定の
長期借入金 

147百万円 

長期借入金 1,202百万円 

計 1,999百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産   
現金及び預金 105百万円  

有形固定資産    

建物
1,162百万円 
(1,162百万円)

 

機械装置
891百万円 

(  891百万円)
 

その他
68百万円 

(  68百万円)
 

投資有価証券 305百万円  

計
2,532百万円 
(2,122百万円)

 

上記のうち( )内書きは工場財
団根抵当を示しております。 

担保付債務   

短期借入金 650百万円  

１年以内返済予定
の 
長期借入金 

47百万円  

長期借入金 1,302百万円  

計 1,999百万円  

      

 ３ 受取手形割引高 1,174百万円  ３ 受取手形割引高 745百万円  ３ 受取手形割引高 1,131百万円

      

※４     ――― ※４ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日に決済

する方法をとっております。な

お、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であるため、次の

中間期末日満期手形が中間期末

残高に含まれております。 

    受取手形           2百万円 

    支払手形           0百万円 

     流動負債 その他    0百万円 

※４     ――― 

      

※５ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
(注) 普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) 平成18年第１回新株予約権の株式数の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 10百万円

受取配当金 4百万円

不動産賃貸料 9百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 8百万円

受取配当金 5百万円

不動産賃貸料 11百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 19百万円

受取配当金 13百万円

不動産賃貸料 17百万円

為替差益 19百万円

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 15百万円

手形売却損 10百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 26百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 32百万円

手形売却損 20百万円

      

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 63百万円

投資有価証券売却益 59百万円

※３ 特別利益の主要項目 

事業再構築引当金戻入額 8百万円

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 63百万円

投資有価証券売却益 59百万円

      

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 12百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 5百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 16百万円

事業再構築費 1,192百万円

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産   157百万円

無形固定資産   0百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産  145百万円

無形固定資産  0百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産   307百万円

無形固定資産   0百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 26,276,266 2,000,000 ― 28,276,266 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 97,438 5,610 ― 103,048 

会社名 新株予約権の内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
(百万円) 

前事業
年度末 

増加 減少 
当中間 
会計期間末 

提出会社 
平成18年 

第１回新株予約権 
普通株式 2,000,000 ― 2,000,000 ― ― 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  
次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金   296百万円

預入期間が３ケ月 
を超える定期預金 

  △6百万円

現金及び 
現金同等物 

  290百万円

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金  705百万円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金 

 △1百万円

現金及び 
現金同等物 

 704百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金   782百万円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金 

  △1百万円

現金及び
現金同等物 

  781百万円

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

      

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 
(百万円)   

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)   

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具 
器具 
備品 

28  13  14

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具 
器具 
備品 

26 17 9

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)   

期末残高
相当額 
(百万円)

工具
器具
備品

26 15  11

      

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 5百万円

１年超 9百万円

合計 15百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 4百万円

１年超 4百万円

合計 9百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 5百万円

１年超 6百万円

合計 12百万円

      

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3百万円

減価償却費 
相当額 

2百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費
相当額 

2百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費
相当額 

5百万円

支払利息相当額 0百万円

      

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

    



(有価証券関係) 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

  

次へ 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるも

の 

    

取得原価 
  

(百万円)   

中間貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)   

差額 
  

(百万円)

株式   333  1,066  733

債券   ―  ―  ―

その他   ―  ―  ―

合計   333  1,066  733

１ その他有価証券で時価のあるも

の 

    

取得原価
  

(百万円)  

中間貸借
対照表 
計上額 
(百万円)  

差額
  

(百万円)

株式   333 1,120 787

債券   ― ― ―

その他   ― ― ―

合計   333 1,120 787

１ その他有価証券で時価のあるも

の 

  
取得原価
  

(百万円)  

貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)   

差額 
  

(百万円) 

株式  333 1,226  892

債券  ― ―  ―

その他  ― ―  ―

合計  333 1,226  892

      

２ 時価評価されていない有価証券 

中間貸借対照表計上額 

  その他有価証券 

非上場株式 20百万円

２ 時価評価されていない有価証券 

中間貸借対照表計上額 

  その他有価証券 

非上場株式 20百万円

２ 時価評価されていない有価証券 

貸借対照表計上額 

  その他有価証券 

非上場株式 20百万円

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

当社のデリバティブ取引にはすべて

ヘッジ会計が適用されているため、

該当事項はありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 

持分法を適用した場合の投資の金額 

持分法を適用した場合の投資損失の

金額 

  239百万円

  187百万円

  1百万円

関連会社に対する投資の金額 

持分法を適用した場合の投資の金額 

持分法を適用した場合の投資損失の

金額 

  239百万円

  169百万円

  23百万円

関連会社に対する投資の金額 

持分法を適用した場合の投資の金額 

持分法を適用した場合の投資損失の

金額 

  239百万円

  188百万円

  10百万円



(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 229円98銭 １株当たり純資産額 168円08銭 １株当たり純資産額 168円47銭

１株当たり中間純損失 
金額 

10円15銭
１株当たり中間純利益
金額 

0円86銭
１株当たり当期純損失 
金額 

75円26銭

      

１ 当中間会計期間の「潜在株式調

整後１株当たり中間純利益金

額」については、１株当たり中

間純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１ 当中間会計期間の「潜在株式調

整後１株当たり中間純利益金

額」については、潜在株式が存

在しないため記載しておりませ

ん。 

１ 当期の「潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額」について

は、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

      

２ １株当たり中間純損失金額の算

定上の基礎 

中間純損失 265百万円

普通株主に帰属 
しない金額 

―百万円

普通株式に係る 
中間純損失 

265百万円

期中平均株式数 26,189,559株

２ １株当たり中間純利益金額の算

定上の基礎 

中間純利益 23百万円

普通株主に帰属
しない金額 

―百万円

普通株式に係る
中間純利益 

23百万円

期中平均株式数 26,761,960株

２ １株当たり当期純損失金額の算

定上の基礎 

当期純損失 1,970百万円

普通株主に帰属 
しない金額 

―百万円

普通株式に係る 
当期純損失 

1,970百万円

期中平均株式数 26,186,085株

      

      希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権１種類(新株予約権

の数200個)。なお、新株予約権

の概要は「第４提出会社の状

況、１ 株式等の状況 (2)新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前へ  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、平成17年11月11日開催の取

締役会において、業績回復と収益構

造の改善を実現するために、事業再

構築計画を策定しました。 

あわせて、当該計画に基づく経営合

理化策の一環として、今後の企業規

模に適合した要員の適正化を図るた

めに早期退職者の募集について決議

いたしました。 

(1) 募集人員 

  約100名 

(2) 募集期間 

  平成18年１月中旬～平成18年２

月末日 

(3) 退職日 

  平成18年３月21日 

(4) その他 

  退職金の算定にあたっては、優

遇措置として割増金を加算いた

します。 

なお、現在のところ、損益に与える

影響は未確定であります。 

平成18年10月２日付けで、当社の生

産業務及び場内物流業務を行うＴＫ

サービス株式会社（資本金9百万円

当社100％出資）を設立しておりま

す。 

  

――― 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度 第108期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日中国財務局長に提出 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

チタン工業株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているチタン

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、チタン工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

太陽監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  梶  川     融  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  小 笠 原     直  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

チタン工業株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているチタン

工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、チタン工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

太陽ＡＳＧ監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  遠  藤     了  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  小 笠 原     直  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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